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1　は じ め に

　日本では 1990 年代後半から企業情報システムの構築または再構築において，従来の受注生

産方式による作り込みの企業情報システム（以下，伝統的な企業情報システム）ではなく，統合

基幹業務（ERP: Enterprise Resource Planning）ソフトウェア（以下，ERP）を代表とする既製ア

プリケーション・パッケージ（以下，パッケージ・ベースの企業情報システム）が広く活用されて

いる
1)
。これら導入された企業情報システムは本番稼働後の運用段階において企業を取り巻く

環境変化や利用目的に応じた保守（maintenance）が不可欠となる。また，運用段階はシステ

ムの設計や開発を行う導入段階より長期であり
2)
，最終的なシステム導入の成否は運用段階で

の保守が的確に実施されることに依存する
3)
。

  ＊  立命館大学経営学部准教授

 1）企業情報システムは企業にとって日用品化（コモディティ化）しており，特に基幹業務に関するシステム

構築および導入は，多くの企業でもはや競争優位の源泉とは考えられていない。他方，バックオフィスとし

ての基幹業務システムの重要性・必需性は高まっており，この問題は企業が抱える企業情報システムに対す

るジレンマとなっている。したがって，短期間・低コスト・高パフォーマンスを満たす基幹業務システム導

入を目的に，既製アプリケーション・パッケージである ERP を利用した企業情報システムの構築または再

構築が広く行われている。

 2）2005 年に行ったアンケート調査では ERP の最短導入期間は 9 ヶ月，最長導入期間は 42 ヶ月であり，平

均導入期間は 24.19 ヶ月であった [17]。他方，ERP 導入以前に使用されていた企業情報システムでは 15 年

以上の期間において運用が行われており，本研究において調査を行った 3 つの企業でも 6 年以上の ERP 運

用が行われている。

 3）ERP の変更・中止の理由として ERP 研究推進フォーラムの調査報告 [15, p.209] では「ユーザ部門への改

善要求への対応（31.7%）」，「現パッケージが自社業務に合わない（29.3%）」，「バージョンアップに伴う投

資額（24.4%）」，「新パッケージが機能，費用に優れる（22.0%）」となっており，保守に関する要因が大きい。
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　Kung&Hsu [8] は運用段階を 4 つのステージからなる SMLC（Software Maintenance Life 

Cycle）モデルを設定している。しかしながら，SMLC モデルは伝統的な企業情報システムを

対象とした運用段階での保守管理に関する枠組みを示しているが，パッケージ・ベースの企業

情報システムを対象としたモデルではない。さらに，Nah et al. [12] はパッケージ・ベースの

企業情報システムには伝統的な企業情報システムとは異なる保守が必要となることを指摘して

いる。

　本研究は伝統的な企業情報システムではなくパッケージ・ベースの企業情報システムである

ERP に焦点を置く。ERP 導入企業である 3 社に対する事例調査に基づき運用開始後 5 年間に

実施された保守を時系列に分析することで，運用段階の各期での保守の変化を明らかにする。

さらに，SMLC モデルの各ステージを区分する枠組みを用い伝統的な企業情報システムとは

異なる ERP の保守の特徴を明らかにする。

2　既存研究に関する考察

2.1　伝統的な企業情報システムにおける保守分類

　多くの既存研究 [1][4][7][9][11][14] において伝統的な企業情報システムの保守は（1）調整

的保守（corrective），（2）適応的保守（adaptive），（3）拡張的保守（perfective），（4）予防的保

守（preventive）の 4 つに分類されている。それぞれの保守分類に関する保守の作業内容は次

のとおりである。

（1）調整的保守

　調整的保守は事後的に認識された誤り（バグ）や要求機能（function）を充足していないなど

のシステムの欠陥に対する修正を目的とした保守である [11]。欠陥はシステム導入企業とシス

テム・インテグレーション企業（以下，SI 企業）の間で要求内容の誤った伝達や理解の相違か

ら生じる設計上の誤り（design errors），設計された仕様と異なる処理結果を生じる論理上の誤

り（logic errors），およびプログラム作成時での記述の誤り（coding errors）に起因し [7]，緊急

性の高い対応を必要とする [4][9]。

（2）適応的保守

　適応的保守はシステム導入企業を取り巻く経営環境の変化に対する企業情報システムの設定

変更や機能向上を目的とした保守である [3][4][7]。

（3）拡張的保守

　拡張的保守は処理の効率やシステムの性能および安全性を高めることを目的とした保守であ

る [4][9]。

（4）予防的保守

　予防的保守は予期される将来の問題について事前に早期の対処を行うことを目的とした保守
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である [14]。定期的にシステム稼働状況を監視（monitoring）し，システム障害や機能退化を

抑制する [11]。

2.2　ERP で必要となる保守分類

　日本での ERP 導入は 1990 年代後半から大手製造企業を中心に実施され，現在までの約 10

年間に様々なサブ・システムの追加や機能の改良・拡張が実施されている
4)
。パッケージ・ベー

スの企業情報システムである ERP に保守が必要となる理由を Light [10] は次の 6 つの点にま

とめている。

①新しいシステム構成への対応

②利用可能な技能（skill）の出現

③システムの利用者（以下，ユーザ）の情報不足（entropy）の解消とシステムが作成する文書・

資料（documentation）の改善

④ 2000 年問題への対処

⑤最新の情報技術（IT: Information Technology）の動向と企業を取り巻く環境変化への対応

⑥ ERP に組み込まれている雛形モデル（ベスト・プラクティス）の活用

　Davenport は今日の企業の業務プロセスと企業情報システム（ES: Enterprise System
5)
）は不

可分であり [6]，IT の能力（capability）と業務プロセスの間には再帰的な関係があることを指

摘している [5]。この IT の能力と業務プロセスの間に再帰的な関係がある点で，ERP は既存

の業務プロセスに適した企業情報システムの開発を中心とする伝統的な企業情報システムと大

きく異なる。

　ERP にはパッケージ・ベンダーによって蓄積された先進企業の導入事例や各産業での活用

事例に基づき，「標準」と考えられた業務プロセスが雛形モデル（ベスト・プラクティス）とし

て組み込まれ，提供されている [16]。パッケージ・ベースの企業情報システムである ERP の

導入は雛形モデルを活用することで導入段階での業務分析，システム設計，プログラミングが

簡略化できる。一方で ERP はシステム導入企業固有の業務プロセスに完全に適合することは

困難であり，システム導入企業は既存業務プロセスを雛形モデルに適合した業務プロセスに変

革することが必要となる [2]。したがって，システム導入企業ではユーザが変革後の新しい業

 4）ERP は生産計画，在庫管理，財務会計，販売管理，人事管理など企業の基幹業務に関する「バックボー

ン」としての機能を有し，供給連鎖管理（SCM: Supply Chain Management）や顧客関係管理（CRM:
Customer Relationship Management）など多数の拡張システムや拡張機能の中核となる企業情報システム

である。現在では，ERP，SCM，CRM など複数の機能が統合されたパッケージでの販売が主流となっている。

 5）Davenport は異なるビジネス機能，ビジネス・ユニット，国境などの隔たりを超え，顧客取引，購買伝

票，製造など企業活動に必要となるあらゆる情報を提供するコンピュータ・システムを ES（Enterprise 
System）と定義し，SCM，CRM などを抱合した広義な企業情報システムの総称として使用している。しか

しながら“Mission Critical[6]” において ES を ERP と同意として扱っている。
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務プロセスの下で ERP を利用して業務を遂行するために多数の知識を習得する教育やトレー

ニングに関するユーザ支援が必要となる [13]。

　加えて，Davenport [6] は ES が複雑かつ包括的になるにしたがいシステム導入企業は外部

の IT 専門家を頼り，また，Nah et al. [12] や Light [10] は ERP がパッケージ・ベンダー，

SI 企業，コンサルティング企業などの経験と専門性を有する外部企業への依存が強いことを

指摘している。システム導入企業はこれまでのような既存業務プロセスに適した企業情報シス

テムを構築してきた伝統的な企業情報システムと異なり，IT と業務プロセスに再帰的な関係

がある ERP に関する運用経験を有していない。また，数多くのシステム開発・導入・運用を

手がけ ERP を熟知したこれら専門性を有する外部企業と比較して，ERP 運用に必要となる知

識も少ない。さらに，ERP を介して取引関係のある提携企業と情報交換を行うには，これら

提携企業からも外部企業として協力を得ることが必要となる。

　Nah et al. [12] は ERP 導入企業に対する事例調査のなかで ERP に必要な保守分類として

伝統的な企業情報システムを対象とした（1）調整的保守，（2）適応的保守，（3）拡張的保守，

（4）予防的保守の 4 つの保守分類の他に，（5）ユーザ支援（user support），（6）外的関係（external 

party）の重要性を指摘し，6 つに分類している。表 1 はこれら 6 つの保守分類にしたがい，具

体的な ERP での保守作業を分類している。

2.3　既存研究の課題

　Kung&Hsu [8] は運用段階を製品ライフサイクル（PLC: Product Life Cycle）モデルに

基づく導入ステージ（introduction stage），成長ステージ（growth stage），成熟ステージ

（maturity stage），衰退ステージ（decline stage）の 4 つのステージからなる SMLC（Software 

Maintenance Life Cycle）モデルを設定している。各ステージの概要は表 2 の通りである。また，

Kung&Hsu は企業情報システムに関する保守要求をユーザ支援（user support），修正（repair），

拡張（enhancement）の 3 つに分類し，2 つの企業情報システムに関するモニタリング調査か

ら運用段階における時間の経過とともに保守要求がユーザ支援，修正，拡張へと変化すること

を示している。この保守要求の変化から，導入ステージではユーザ支援に関する要求が，成長

ステージでは修正に関する要求が，成熟ステージでは拡張に関する要求が増加することを指摘

している。

　企業情報システムの運用段階を通して，すべての保守分類に関する保守が一様に発生しな

いことは容易に予想される。したがって，SMLC モデルは各ステージの概要を示すとともに，

運用段階で各ステージが移行する際の引き金となる要因を各保守要求の件数や割合の変化で

示している点で有用である。しかしながら，SMLC モデルは伝統的な企業情報システムを調

査対象とした運用段階での保守管理に関する枠組みを示しているが，パッケージ・ベースの企
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表 1　保守の作業内容と分類

保守分類 保守作業と作業内容

（1）調整的保守

（corrective maintenance）
•補正プログラムの適用

パッケージ・ベンダーから供給されるパッチ（補正）プログラムを適用することによる不

具合の修正

•トラブルシューティング

ユーザから報告された不具合に関する問題解決

•新しいオブジェクトの適用

パッケージ・ベンダーから供給される新しいデータベース構造やプログラム，レポートな

どのオブジェクトの導入

（2）適応的保守

（adaptive maintenance）
•設定変更と検証

システムの設定変更（コンフィグレーション）と検証作業

•改良と機能向上

企業が置かれている状況に対応するためのシステムの改良や機能の向上

•ユーザ管理

利用者の追加と削除または権限の変更

•インターフェイスの調整

追加機能やサブ・システム，他ベンダー・システムと結合するためのインターフェイスの

調整

（3）拡張的保守

（perfective maintenance）
•バージョンアップ

パッケージ・ベンダーから提供された新バージョンの性能評価，導入の計画，および導入

の実施

•機能の追加と拡張

システムの性能を高める新たな機能の追加開発とシステム能力の拡張

（4）予防的保守

（preventive maintenance）
•稼働状況の監視

システムの平均応答時間，ファイルサイズ，バックアップ，エラーログなどのシステムの

稼働状況の監視

（5）ユーザ支援

（user support）
•ユーザ・トレーニング

システムの利用と活用に必要となる知識や技術の習得を目的とした利用者に対する教育と

トレーニングの実施

•ヘルプデスク

日常的なシステムの運用や利用に関する利用者からの質問への対応

（6）外的関係

（external party）
•パートナー企業との協働

パッケージ・ベンダー，コンサルティング企業，SI 企業などのパートナー企業および外

部の取引企業との協働

•パートナー企業からソリューションの引出

パートナー企業に対しシステムの問題点の報告およびパートナー企業の問題点に対するソ

リューション（解決法）や対応状況の追跡と管理

参考：Nah,F.F.-H., Faja,S., and Cata,T. (2003), “Characteristics of ERP software maintenance: a multiple case study,”
　　  Journal of Software Maintenance and Evolution: Research and Practice, Vol.13, No.6, pp.399-414 [12] より作成。

表 2　SMLC モデルの各ステージの概要

ステージ 概　　　要

1. 導入ステージ

（introduction stage）
新しい情報システムが運用を開始した直後の段階である。ユーザは新しい情報システムを使い始

めるが，効率的に利用するには至っておらず情報システムの利用率は高くない。管理者は導入さ

れた情報システムと業務プロセスについて，ユーザ・トレーニング・プログラムを設定・実施し，

迅速な利用率の向上に努める必要がある。

2. 成長ステージ

（growth stage）
ユーザ支援やユーザに対する強制的なシステムの利用，ユーザ間での積極的なコミュニケーショ

ンの促進を通じ全社的に情報システムの利用率が高まる。他方，情報システムの欠陥が増加し，

情報システムの稼働状況の監視やユーザからの報告に基づく情報システムの改良を行う必要が生

じる。

3. 成熟ステージ

（maturity stage）
長期安定的な運用を達成するために情報システムの機能を拡充させ，性能や処理能力を向上する

必要が生じる。

4. 衰退ステージ

（decline stage）
新たな技術の出現とともに導入された情報システムは陳腐化し，継続的に利用することが限界に

達する。新たな情報システムの構築が必要となる。

参考：Kung,H.-J., and Hsu,C. (1998), “Software maintenance life cycle model,” Proceedings of the 14th IEEE Inter-
　　　national Conference on Software Maintenance, Los Alamitos, California, March, pp.113-121[8] より作成。
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業情報システムを対象としたモデルではない。また，保守要求もユーザ支援，修正，拡張の 3

種類であり，十分な分類とはいえない。

　他方，ERP の保守に関する既存研究において，運用段階での時間の経過とともに実施され

た保守の変化を捉える分析や研究は十分に行われていない。したがって，本研究では 3 社へ

の事例調査から表 1 で示した 6 つの保守分類ごとに ERP の運用開始後 5 年間に発生した保守

件数を明らかにする。さらに，保守分類ごとの保守件数を時系列に示し，ERP の運用段階に

おいて SMLC モデルに基づく各ステージを移行する要因となる保守の特徴を明らかにする。

3　調査対象企業の選定

　本研究では ERP を導入，運用している 3 社に対する聞き取り調査を行った。企業名は公表

しないとの申し合わせにより，以下では「企業 1」，「企業 2」，「企業 3」とする。調査対象企

業の選定には次の 2 点を条件とした。

（1）資本金 100 億円以上で製造業に属する東京証券取引所第 1 部上場企業であること

　ERP 導入は高コスト・高リスクとの認識が強く，企業規模が比較的大きい企業から導入さ

れ始めた。さらに，ERP は製造業向けの生産在庫管理システムである資材所要量計画（MRP: 

Material Requirements Planning）や製造資源計画（MRP Ⅱ : Manufacturing Resource Planning）

から発展したものであり，他産業に比べ製造業で比較的早期から ERP が注目された。このよ

うな経緯から，調査対象企業には資本金 100 億円以上，かつ，日本標準産業分類の大分類か

ら製造業に属する東京証券取引所第 1 部の上場企業とした。

（2）運用開始後 5 年が経過していること

　本研究は ERP の運用段階での保守を調査することが目的である。したがって，調査対象企

業の条件として長期運用が実施されていることが不可欠である。本研究では 5 年以上の運用実

績がある企業を調査対象とした。今回，調査対象とした 3 社は企業 1 が 2002 年に，企業 2 が

2001 年，企業 3 が 1999 年に運用を開始しており，3 社とも 6 年以上の運用期間を有している。

4　ERP に関する保守の推移と特徴

4.1　調査対象企業に関する保守件数の推移

　図 1，図 2，図 3 はそれぞれ企業 1，企業 2，企業 3 で運用開始直後から 5 年間（60 ヶ月間）

に発生した 1 ヶ月ごとの保守件数を保守分類ごとに示している。各企業での保守の変化の傾

向は次の通りである。

（1）企業 1 に関する保守件数の推移（図 1）

①運用開始直後から 15 ヶ月目

　運用開始直後には拡張的保守を除く 5 つの保守分類で保守件数が高い値を示している。し
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かしながら，それら 5 つの保守分類の保守件数は 15 ヶ月目までに急激に減少している。

② 16 ヶ月目から 36 ヶ月目

　ユーザ支援や外的関係で一時的に保守件数が増加している月はあるが，総じてすべての保守

分類で保守件数は毎月ほぼ一定の頻度で推移している。

③ 36 ヶ月目から 51 ヶ月目

　企業 1 ではこの期間に ERP のバージョンアップが行われ
6)
，すべての保守分類で保守件数

が増加している。特に，バージョンアップにあたり 36 ヶ月目から 39 ヶ月目にかけてコンサ

ルティング企業との打合せが増加したことにより外的関係の保守件数が増加している。その

後，39 ヶ月目から 46 ヶ月目ではバージョンアップの実施によるシステムへの設定変更と動作

の検証により適応的保守の保守件数が増加し，40 ヶ月から 50 ヶ月目ではシステムの稼働状況

を監視する予防的保守の保守件数が増加している。さらに，バージョンアップにともなうユー

ザからの問い合わせへの対応が増えたことによりユーザ支援に関する保守件数も 42 ヶ月目か

ら 51 ヶ月目にかけて増加している。

④ 52 ヶ月目から 60 ヶ月目

　52 ヶ月目以降はすべての保守分類でバージョンアップ前（16 ヶ月目から 36 ヶ月目）と同水準

の保守件数に戻り推移している。

（2）企業 2 に関する保守件数の推移（図 2）

①運用開始直後から 24 ヶ月目

　運用開始直後には拡張的保守を除く 5 つの保守分類で保守件数が高い値を示しているが，

12 ヶ月目までに急激に減少している。他方，ユーザ支援に関する保守件数は 12 ヶ月目以降に

大きく増加する月がある。これは帳票出力で生じた不具合に対して 12 ヶ月目から 18 ヶ月目

で補正プログラムを適用する調整的保守が実施され，ユーザからの問い合わせが増えたことが

原因である。

② 24 ヶ月目から 37 ヶ月目

　ユーザ支援で保守件数が増加している月はあるが，総じてすべての保守分類で保守件数は毎

月ほぼ一定の頻度で推移している。

③ 38 ヶ月目から 60 ヶ月目

　企業 2 ではこの期間に ERP に対する機能追加が実施されている。この機能追加において，

特定の部署で先行して機能追加作業を実施し，十分な検証を行った後に全社的に展開する方法

が採用されている。こうした段階的な機能追加方法により 38 ヶ月目から 59 ヶ月目の期間は

 6）パッケージ・ベンダーによるERPのバージョンアップはメジャー，マイナーを問わずほぼ毎年行われている。

また，バージョンアップの他に機能追加や修正プログラムの提供も行われている。こうした，バージョンアッ

プや機能追加を行うか否かの判断はシステム導入企業に求められる。
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大きく 4 つに区分される。第 1 に 38 ヶ月目から 40 ヶ月目である。この期間はコンサルティ

ング企業や SI 企業との追加機能に関する打合せや設計が行われた段階であり，外的関係の保

守件数が増加している。第 2 に 40 ヶ月目から 48 ヶ月目である。この期間は特定の部署で先

行した機能追加作業が行われた段階であり，拡張的保守の保守件数が増加している。第 3 に

48 ヶ月目から 59 ヶ月目であり，機能追加作業が全社的に展開された期間である。この期間で

は拡張的保守や外的関係だけではなく，すべての保守分類で保守件数が増加している。特に，

全社的に機能追加作業が完了した 53 ヶ月目以降では，追加された機能が正常に動作している

ことを確認する予防的保守やユーザへの対応によるユーザ支援で保守件数が増加している。し

かしながら，予防的保守およびユーザ支援も約 58 ヶ月目からは減少しており，60 ヶ月目では

予防的保守は機能追加作業実施前と同水準の保守件数に戻っている。

（3）企業 3 に関する保守件数の推移（図 3）

①運用開始直後から 11 ヶ月目

　運用開始直後には拡張的保守を除く 5 つの保守分類で保守件数が高い値を示している。し

かしながら，それら 5 つの保守分類の保守件数は 11 ヶ月目までに急激に減少している。

② 12 ヶ月目から 38 ヶ月目

　12 ヶ月目から 38 ヶ月目までの 27 ヶ月間では総じてすべての保守分類で保守件数は毎月ほ

ぼ一定の頻度で推移している。

③ 38 ヶ月目から 60 ヶ月目

　38 ヶ月目から 47 ヶ月目および 54 ヶ月目から 60 ヶ月目に適応的保守および拡張的保守
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の保守件数が増加している。これは提携企業との SCM 構築が段階的に行われたことおよび

SCM 構築にあたりシステムを結合するインターフェイスの調整や一部の既存システムの設定

変更が実施されたことが原因である
7)
。また，SCM 構築にともない外的関係の保守件数も増

 7）企業 3 では ERP の運用開始と同時に取引関係を有していた 3 社間で SCM を構築している。38 ヶ月目か

ら 45 ヶ月目および 54 ヶ月目から 60 ヶ月目に行われた SCM 構築はこれ以外の提携企業との追加的な SCM
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加している。しかしながら，企業3では適応的保守や拡張的保守の保守件数が増加した後もユー

ザ支援の保守件数は企業 1 や企業 2 での増加件数と比較して低い。企業 3 では運用開始直後

でのユーザ支援の保守件数が非常に高く初期段階でユーザに対する徹底した教育や支援が集中

して行われたこと，さらに提携企業との SCM 構築は ERP の導入目的の 1 つであり，追加的

な SCM 構築はユーザのシステムに対する操作・利用方法に大きな変更を与えなかったことが

要因として考えられる。しかしながら，保守件数に差はあるが，企業 3 においても適応的保

守や拡張的保守が生じた後にユーザ支援の保守件数が増加している点で企業 1 や企業 2 と同

じ保守件数の推移の傾向が見られる。

4.2　保守の傾向と特徴

　図 4 は調査対象企業 3 社に関する保守分類ごとの平均保守件数の推移を示している。図 4

から 6 つの保守分類での平均保守件数の推移には大きく 3 つの傾向がある。各傾向の期間区

分は第 1 傾向が 1 ヶ月目から 11 ヶ月目，第 2 傾向が 12 ヶ月目から 36 ヶ月目，第 3 傾向が

37 ヶ月目から 60 ヶ月目である。各傾向での特徴は次の通りである。

①第 1 傾向 : 1 ヶ月目から 11 ヶ月目

　運用開始直後から 3 ヶ月内に，拡張的保守を除く 5 つの保守分類で保守件数が 5 年の運用

期間で最も高い値を示している。しかしながら，3 ヶ月目から 11 ヶ月目でそれら 5 つの保守

分類の保守件数は急激に減少している。この期間は ERP が本番稼働し運用が開始された直後

であり，ユーザは新しい情報システムを使い始める段階である。

②第 2 傾向 : 12 ヶ月目から 36 ヶ月目

　12 ヶ月目から 36 ヶ月目ではすべての保守分類で保守件数の増加または減少の変化は小さ

く，毎月，ほぼ一定の頻度で推移している。この保守件数の傾向から安定した ERP の運用が

行われている時期であると考えられる。また，ユーザが ERP を利用することに慣れ，積極的

な活用が広がり，情報システムの利用率が高まる段階である。

③第 3 傾向 : 37 ヶ月目から 60 ヶ月目

　37 ヶ月目から 60 ヶ月目ではすべての保守分類で保守件数が増加する傾向がある。3 社に対

する事例調査から，いずれの企業でもこの期間に ERP のバージョンアップ
8)
や機能追加に関

する拡張的保守，または取引企業間と情報交換を目的とした設定変更やインターフェイスの調

整に関する適応的保守が実施されている。こうした拡張的保守や適応的保守に関連して報告さ

れた不具合に対する問題解決を行う調整的保守，システムの稼働状況を監視する予防的保守，

ユーザからの問い合わせ対応およびシステムの利用に必要な知識や技術の習得を目的とした

構築である。

 8）新バージョンの評価やバージョンアップの計画など事前準備も含む。
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教育やトレーニングを行うユーザ支援，実際に ERP の設定を行うコンサルティング企業や SI

企業および情報交換を行う相手先提携企業との外的関係が必要となり，必然的にすべての保守

分類で保守件数が増加していると考えられる。この期間は ERP に対する機能の拡充や性能の

向上が図られた段階である。

　図 5，図 6，図 7 は企業 1，企業 2，企業 3 においてこれら 3 つの傾向の各期間区分で生じ

た保守件数を 1 ヶ月当たりの保守件数として保守分類ごとに示している。各図に共通した特

徴は，①第 1 傾向から第 2 傾向にかけて拡張的保守を除く 5 つの保守分類で 1 ヶ月当たりの

保守件数が急激に減少していること，②第2傾向から第3傾向にかけてすべての保守分類で1ヶ

月当たりの保守件数が増加していることである。こうした各期間での保守件数の推移と傾向お

よび SMLC モデルの各ステージの概要（表 2）に基づき，ERP の運用段階において第 1 傾向

の期間を導入ステージ，第 2 傾向の期間を成長ステージ，第 3 傾向の期間を成熟ステージと

位置づけることができる
9)
。

 9）衰退ステージは既存の情報システムが陳腐化し新たな情報システムの構築が必要となる段階である。

Kung&Hsu[8] の研究においても運用中の企業情報システムに対するモニタリング調査がされており，衰退

ステージについては考察されていない。本研究での調査対象企業 3 社の ERP は現在も運用中であり，新た

な情報システムの構築を検討する段階には至っていない。したがって，本研究において衰退ステージは考察

の対象としていない。
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5　伝統的な企業情報システムと ERP の保守の相違

　伝統的な企業情報システムを調査対象とした SMLC モデルの保守要求の変化と比較し，パッ

ケージ・ベースの企業情報システムである ERP は次の 2 つの点で相違がある。

（1）各ステージでの保守の傾向に関する相違

　伝統的な企業情報システムを調査対象とした SMLC モデルでは，導入ステージにおいてユー

ザ支援に関する保守要求が，成長ステージにおいて修正に関する保守要求が，成熟ステージに

おいて拡張に関する保守要求がそれぞれ増加することを示唆している。ERP も同様に，導入

ステージではユーザ支援の保守件数が他の保守分類の保守件数より多い傾向がある。しかしな

がら，ERP では運用開始直後においてユーザ支援だけではなく，拡張的保守を除く他の保守

分類も高い頻度で保守が発生している。また，ERP は成長ステージにおいてすべての保守分

類で保守件数は少なく，また，増減の変化も小さく安定して推移している。これは受注生産に

より顧客の要望に応じて個別に構築される伝統的な企業情報システムとは異なり，パッケージ・

ベースの企業情報システムである ERP は，導入段階で見落とされ運用が開始されてから発見

されるシステム内に埋没した欠陥や誤り（エラー）が少ないことが理由として考えられる。さ

らに，成熟ステージではERPでも拡張的保守の保守件数が増加する傾向がある。しかしながら，

拡張的保守以外の保守分類でも保守件数が増加する傾向があり，必ずしも拡張的保守の保守件
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数が他の保守分類の保守件数と比較して多いとはいえない。

（2）各ステージの期間の長さに関する相違

　SMLC モデルで調査対象とされた 2 つの企業情報システムのケースにおいて，第 1 のケー

スでは運用開始直後から 7 ヶ月目までが導入ステージに，8 ヶ月目から 19 ヶ月目までが成長

ステージに，20 ヶ月目以降が成熟ステージに，第 2 のケースでは運用開始直後から 7 ヶ月目

までが導入ステージに，8 ヶ月目から 14 ヶ月目までが成長ステージに，15 ヶ月目以降が成熟

ステージに区分されている。これら伝統的な企業情報システムでの各ステージの期間と比較し，

ERP では導入ステージが約 11 ヶ月，成長ステージが約 15 ヶ月であり，各ステージの期間は

長い傾向にある。

6　お わ り に

　本研究は 3 社に対する事例調査に基づき運用開始直後から 5 年間（60 ヶ月間）に発生した 1 ヶ

月ごとの保守件数を保守分類ごとに示した。この事例調査を通じ本研究では次の 2 つの点が

明らかとなった。

　第 1 に，運用段階の各期に発生した保守件数の推移から，ERP の運用期間は大きく 3 つの

傾向に区分できることである（図 4）。第 1 傾向の 1 ヶ月目から 11 ヶ月目では拡張的保守を除

く 5 つの保守分類で保守件数は運用開始直後に高い頻度で発生するが，その後，急激に減少

する。第 2 傾向の 12 ヶ月目から 36 ヶ月目ではすべての保守分類で保守件数は少なく，また，

増減の変化も小さく安定して推移する。第 3 傾向の 37 ヶ月目から 60 ヶ月目では拡張的保守

や適応的保守の発生とともにすべての保守分類で保守件数が増加する。

　第 2 に，ERP の各ステージでの保守の特徴は伝統的な企業情報システムと同じではないこ

とである。伝統的な企業情報システムを調査対象とした SMLC モデルでは，導入ステージに

おいてユーザ支援に関する保守要求が，成長ステージにおいて修正に関する保守要求が，成

熟ステージにおいて拡張に関する保守要求がそれぞれ増加することを示唆している。ERP に

おいても導入ステージではユーザ支援の保守件数が他の保守分類の保守件数より多い傾向が

ある。しかしながら，ERP では拡張的保守を除く他の保守分類も高い頻度で保守が発生する。

また，成長ステージでは特定の保守分類に関する保守件数が特徴的に増加することはなく，す

べての保守分類で保守件数は一定の頻度で推移する。さらに，成熟ステージでは拡張的保守以

外の保守分類でも保守件数が増加する傾向があり，必ずしも拡張的保守の保守件数が他の保守

分類の保守件数と比較して多いとはいえない。加えて，SMLC モデルで示された伝統的な企

業情報システムでの各ステージの期間と比較し，ERP での各ステージの期間は長い傾向にあ

る。

　導入された企業情報システムはシステム稼働後の運用段階において必ず「保守」が必要とな
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る。しかしながら，運用段階を通してすべての保守分類に関する保守が一様には発生しない。

これら 2 点の本研究での結論は単に運用段階で必要となる保守分類を検証しているだけでな

く，ERP の運用段階の各期で必要となる可能性の高い保守を示唆している。1990 年代後半か

ら多くの企業で導入が行われた ERP は伝統的な企業情報システムの保守とは相違がある。シ

ステム導入企業の最高経営責任者（CEO）や企業情報システム担当役員（CIO）は ERP の保守

の特徴を十分に理解した上で長期に及ぶ運用段階を計画することが重要である。

　最後に，本研究に対する議論の余地のある点と今後の課題を述べる。今回の研究では聞き取

り調査に基づき考察を行ったために，調査対象企業数が十分とは言えない。また，調査対象企

業を選定する条件の 1 つを資本金 100 億円以上で製造業に属する東京証券取引所第 1 部上場

企業としている。しかしながら，近年では企業規模や産業分類を問わず ERP の導入が進んで

いる。今後，アンケート調査により多数の ERP 導入企業からのデータ収集を行い，本研究に

対する検証を進めたい。
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